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○甲州市水道事業給水条例施行規程 

平成１７年１１月１日 

企業管理規程第２１号 

改正 平成１９年１０月１日企管規程第３号 

平成２３年１１月３０日企管規程第３号 

平成２８年３月１日企管規程第１号 

平成２９年１２月２８日企管規程第３号 

令和元年１１月２０日企管規程第１号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、甲州市水道事業給水条例（平成１７年甲州市条例第１７０号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（水源及び水道施設の管理） 

第２条 水源及び水道施設は、常に清潔に保持するものとする。 

２ 配水管は、常に良好な状態で維持するとともに、漏水の防止に注意し、有効水

量率を７５パーセント以上に保持するように務め、工事、事故等により断水した

ときは、泥吐きを完全にし、かつ、残留塩素を確認した後に給水を行うものとす

る。 

（１戸の定義） 

第３条 条例において「１戸」とは、１世帯又はこれに準ずるもので管理者が認め

たものをいう。 

（給水装置等の共同設置） 

第４条 給水装置及び私設消火栓は、２戸以上が共同して設置することができる。 

（工事の申込み） 

第５条 条例第５条の給水装置工事の申込みは、給水装置工事許可申請書（様式第

１号）により行わなければならない。 

２ 条例第７条第４項の規定により利害関係人の同意書を求めることができる場合

は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

(１) 他人の土地又は家屋に給水装置を設置しようとするとき。 

(２) 他人の給水装置から分岐しようとするとき。 

(３) その他管理者が同意書を必要とするとき。 
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３ 給水装置工事の申込みを取り消すときは、給水装置工事取消届（様式第２号）

により行わなければならない。 

（設計審査の申請） 

第６条 条例第７条第２項の規定によりあらかじめ市の審査を受けようとする者は、

必要に応じ、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

(１) 給水装置工事設計精算書（様式第３号） 

(２) 自己材料確認申請書（様式第４号） 

(３) 配水施設移管申請書（様式第５号） 

(４) 念書（様式第６号） 

(５) 道路占用協議書又は道路占用許可書 

２ 設計審査に合格したものについては、給水装置工事許可書（様式第７号）を交

付するものとする。 

（工事検査） 

第７条 条例第７条第２項の規定により工事検査を受けようとする者は、給水装置

工事完成届（様式第８号）のほか、必要に応じ、次に掲げる書類を提出しなけれ

ばならない。 

(１) 完成平面図 

(２) 給水装置工事設計精算書 

２ 条例第７条第２項の規定による工事検査は、次に掲げる事項について行うもの

とする。ただし、管理者がその必要がないと認めるときは、この限りでない。 

(１) 給水管の管種、口径及び延長並びにメーター及び止水栓の位置の正否を竣

工図と照合すること。 

(２) 分岐箇所、接続箇所、屈曲箇所等の施工技術の適否をすること。 

(３) 給水管の埋設の深さの正否をすること。 

(４) 水圧試験による耐圧検査をすること。 

(５) その他管理者が必要と認める事項 

３ 工事検査に合格した者については、給水装置工事完成検査合格証（様式第９号）

を交付するものとする。 

（代理人及び管理人の選定） 

第８条 条例第１３条の規定により代理人を選定したときは、代理人届（様式第１
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０号）により管理者に届け出なければならない。 

２ 条例第１４条の規定により管理人を選定したときは、給水装置管理人（選定・

変更・住所変更）届（様式第１１号）により管理者に届け出なければならない。 

３ 未成年者その他管理者が適当でないと認めた者は、代理人及び管理人となるこ

とができない。 

（メーターの亡失等の届出及び弁償） 

第９条 メーターを亡失又はき損したときは、水道メーター亡失（き損）届（様式

第１２号）により管理者に届け出なければならない。 

２ 条例第１６条第３項の規定によるメーターの弁償額は、管理者が別に定める。 

（届出） 

第１０条 条例第１２条及び第１７条の規定による届出及び届出義務者は、次に掲

げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 使用を開始、中止又は廃止するときは、水道使用（開始・中止・廃止）申

請書（様式第１３号）により、所有者及び使用者が連署で届け出なければなら

ない。 

(２) 消火栓を消火演習に使用するとき、又は消火に使用したときは、消火栓使

用申請書（様式第１４号）により使用者が届け出なければならない。 

(３) 使用中の給水装置の権利義務を承継したときは、給水装置所有権（使用者）

変更届（様式第１５号）により新旧所有者が連署で届け出なければならない。

ただし、新所有者が土地の取得を証する書類を添付したときは、旧所有者の署

名は、必要としない。 

(４) 管理人が交替したときは、給水装置管理人（選定・変更・住所変更）届に

より新旧管理人が連署で届け出なければならない。 

（給水装置の修繕費等の免除） 

第１１条 条例第１９条第３項ただし書の規定により免除することができる修繕費

は、次に掲げる修繕等とする。ただし、故意又は過失によるものは、修繕を行う

必要を生じさせた者の負担とする。 

(１) 配水管から止水栓までの修繕 

(２) 管理者が必要と認めた改造及び修繕 

（給水装置及び水質の検査） 
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第１２条 条例第２０条の規定により給水装置又は供給する水の水質について検査

の請求をしようとするものは、給水装置・水質検査請求書（様式第１６号）によ

り管理者に請求しなければならない。 

（使用水量及び通知） 

第１３条 条例第２３条の規定により算定した使用水量は、上下水道使用量等のお

知らせ（様式第１７号）により通知する。ただし、管理者が認めた場合は、この

限りでない。 

２ 条例第２３条第２項の規定により隔月に点検する場合の各月の使用水量は、均

等に使用したものとみなす。 

（水量の認定） 

第１４条 条例第２４条の規定により使用水量を認定する場合は、次に掲げる方法

により認定するものとする。 

(１) メーターに異常があった場合は、メーター取替後の使用水量、前年同期の

使用傾向等を考慮して定める。 

(２) 使用水量が不明の場合の水量は、前４箇月の使用量及び前年同期の使用傾

向等を考慮して定める。 

（料金、手数料等の軽減又は免除の申請） 

第１５条 条例第３０条の規定により料金手数料等の軽減又は免除の申請をしよう

とする者は、料金・手数料等減免申請書（様式第１８号）によって申請しなけれ

ばならない。この場合において、管理者は、必要があると認めるときは、漏水修

理証明書（様式第１９号）を添付させるものとする。 

（納入の方法） 

第１６条 条例第２２条に規定する料金は、管理者が発行する納入通知書又は口座

振替により納入しなければならない。ただし、管理者が認めるときは、この限り

でない。 

２ 条例第２８条に規定する加入者負担金及び条例第２９条に規定する手数料は、

管理者が発行する納入通知書により納入しなければならない。ただし、管理者が

認めるときは、この限りでない。 

３ 第１項の規定による口座振替により納入しようとする者は、水道・下水道料金

預金口座振替依頼書、水道・下水道料金自動払込利用申込書兼廃止届（様式第２
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２号）に必要な事項を記入し、甲州市水道事業会計規程（平成１７年甲州市企業

管理規程第１２号）第４条第２項に規定する出納取扱金融機関若しくは収納取扱

金融機関に依頼し、若しくは申し込み、又は管理者に提出するものとする。 

（督促状） 

第１７条 条例第２２条に規定する料金を督促するときは、管理者が発行する督促

状による。 

（給水停止処分予告通知） 

第１８条 管理者は、条例第３３条第１号に該当し、給水停止をしようとするとき

は、使用者に対し、あらかじめ文書により給水停止の予告の通知をするものとす

る。 

（身分証明） 

第１９条 条例第３７条に規定する身分を示す証票は、身分証明書（様式第２５号）

による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１７年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日の前日までに、合併前の塩山市水道事業給水条例施行規程

（平成１０年塩山市企業管理規程第１号）の規定によりなされた手続その他の行

為は、この規程の相当規定によりなされた手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成１９年１０月１日企管規程第３号）抄 

（施行期日） 

１ この規程は、公布の日から施行する。 

（甲州市水道事業給水条例施行規程の一部改正に伴う経過措置） 

３ この規程の施行の際、第２条の規定による改正前の甲州市水道事業給水条例施

行規程様式第２２号による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、な

お使用することができる。 

附 則（平成２３年１１月３０日企管規程第３号） 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１日企管規程第１号） 
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この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年１２月２８日企管規程第３号） 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年１１月２０日企管規程第１号） 

この規程は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第６条関係） 

様式第８号（第７条関係） 

様式第９号（第７条関係） 

様式第１０号（第８条関係） 

様式第１１号（第８条関係） 

様式第１２号（第９条関係） 

様式第１３号（第１０条関係） 

様式第１４号（第１０条関係） 

様式第１５号（第１０条関係） 

様式第１６号（第１２条関係） 

様式第１７号（第１３条関係） 

様式第１８号（第１５条関係） 

様式第１９号（第１５条関係） 

様式第２０号 削除 

様式第２１号 削除 

様式第２２号（第１６条関係） 

様式第２３号 削除 

様式第２４号 削除 

様式第２５号（第１９条関係） 

 


